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韓国における女性労働の現状と課題
―非正規雇用労働をめぐって―

梁　　京姫

はじめに

　1997年の通貨危機以降、韓国の労働市場の特徴は非正規雇用労働者（以
下、非正規職）１）の増大といっても過言ではない。通貨危機以降、企業は
労働力を中心部と周辺部に分け、前者には常時的に構造調整を行いつつ、
後者には非正規職を活用し、厳しい経営環境を乗り越えようとした。それ
によって労働市場に非正規職が急増し、さまざまな社会問題を生み出した。
そのうち、もっとも厳しく問われたのは経済格差の拡大問題であり２）、そ
の主因の一つは労働市場の非正規職化にあると認識された。
　韓国政府は、経済格差問題を深刻に受け止め、非正規職の乱用及び待遇
差別を防止するために５年間にわたって労使政（労働・使用者・政府）の
協議を行い、３つの「非正規雇用労働者の保護などに関する法律（以下、
非正規職関連法）」を制定・改定した。この法は2006年11月に制定・改定され、
2007年７月１日から実施されている。この法において、注目すべきところ
は、「期間限定契約雇用労働者の使用期間２年限定」、つまり２年以上の期
間契約勤続者は正規職とみなすという条項と、「不合理な差別待遇の禁止」
条項である。
　これに対応して2006年12月20日、他業界に先駆け「ウリ銀行」の労使が「分
離職群制」を導入し、2007年３月１日をもって非正規職3,076人全員を正
規職へ転換すると発表した３）。「非正規職社会４）」ともいわれるなかで、こ
のニュースは韓国社会を大きく揺るがすものであった。「分離職群制」の
導入に通じた非正規職の正規職化は「ウリ銀行モデル」といわれ、韓国社
会で高く評価された。
　その一方、製造業及び流通業で、この法の対策として広く導入されたの
が、職務の外部委託（以下、外注化）であった。つまり、これまで非正規
職が担ってきた職務の外注化を推進したのである。それに反対して、労働
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組合では職務の外注化中断、非正規職の雇用保障などを掲げて、ストライ
キに突入したが、その代表的な企業が大手流通業のイーランドグループで
ある。
　以下では、非正規職関連法が作られた背景を検討し、その法に対応する
ために導入された各企業の対応策を考察する。とりわけ、他業界に先駆け
て導入されたウリ銀行の「分離職群制」とイーランドグループの外注化推
進、それによって起きた労働争議について考察し、韓国における女性労働
の現状と課題を明らかにしたい。

１　韓国の構造調整と労働市場の構造変化

　韓国の労働市場の特徴として女性労働の非正規職化が挙げられる。2008
年８月現在、全体賃金労働者のうち非正規職が、男性労働者の場合は二人
に一人（男性賃金労働者の43.3％）であるのに対し、女性労働者の場合は
三人に二人（女性賃金労働者の64.5％）という現状からも理解できよう。

出所：김유선（キム・ユソン）「非正規職規模と実態 ―統計庁，‘経済活動人口調査付
加調査’（2008. 3）結果」、５頁。김유선（キム・ユソン）「非正規職規模と実態 
―統計庁，‘経済活動人口調査付加調査’（2008. 8）結果」から作成。

図１　年度別・男女別における非正規職の推移（単位：千人、％）
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　韓国において、非正規職の増加は1997年の経済危機以降に導入された労
働市場の柔軟化政策によって発生した。そのため、1990年代までは政府や
労働組合による非正規職労働者に対する実態調査はほとんど行われてこな
かった。政府が、非正規職の雇用形態及び労働力移動の実態について調査
し始めたのは2000年からである。
　この実態調査を実施するにあたって労使政委員会は非正規職の定義につ
いて議論を続け2002年7月その定義に合意した。それによると、非正規職
とは、⑴時限的雇用者、⑵時間制雇用者、⑶非典型雇用者として区分す
る。まず、⑴時限的雇用者とは、⒜雇用期間が定められた雇用者、⒝雇用
期間の定めがなくても非自発的な理由から継続的な勤務が期待できない雇
用者である。⑵時間制雇用者は週当たり労働時間が36時間未満の雇用者で
あり、⑶非典型雇用者は派遣や用役５）、日雇、内職などの雇用形態で働く
雇用者である。そのうち本稿で注目しているのは、2008年３月、非正規職
の52.1％を占めている時限的雇用者である。
　経済危機によってIMFから救済金融を受けることになった韓国政府は、
そのコンディショナリティーとして緊縮政策と経済自由化政策の導入を余
儀なくされた。労働分野では、整理解雇制度の導入と勤労者派遣業の許可
を内容とする労働市場の柔軟化政策として現れた。企業では、雇用調整の
手段として整理解雇が大々的に断行された。韓国労働研究院の355事業体
への調査によると６）、1998年４月～10月に整理解雇を行った企業は24.5％、
希望・早期退職を実施した企業は23.4％にのぼった。また、1997年12月末
から1998年10月末までに、従業員数が減少した企業の比率は、企業規模が
大きくなるほど高く、中小企業の75％に対して、従業員500人以上の大企
業では90％に上った。
　一方、金融業では各金融機関で、多額の不良債権を抱えることになり、
1998年だけで一般銀行全体の赤字規模は12兆5,000億ウォンを上回った。
こうした状況の打開を目指し、政府主導で、３次にわたって構造調整が行
われたが、1997年から2003年の間に金融機関数は2101から1363へ、銀行数
は33から19へ減少するほどの大激変の構造調整であった（表１）。それに
よって、金融業では肩たたきによる希望退職者が続出した。表２を見ると
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女性希望退職者が、多いところでは全希望退職者のうち71.5％にも達して
いる。当時、銀行における女性労働者の割合は全職員の35％台にすぎなかっ
たことを考えると、これまで昇進できず５級職で長期勤続していた女性行
員のほとんどが希望退職を余儀なくされたといえる。こうした構造調整に
よって1998年の韓国の失業率は6.8％まで一気に上昇した。

表１　銀行における構造調整の流れ

出所：全国金融産業労働組合ほか『金融産業における非正規職労働者の実態と組織化方
案』2003年、23頁。

表２　市中銀行の職級別・性別の希望退職現況（単位：人）

出所：全国金融労働組合連盟『金融産業の構造調整分析と労働組合の対応戦略』1998
年、105頁。
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　その後、景気回復とともに労働市場の柔軟化が急速に進行したが、金融
業においても例外ではなかった。とりわけ、金融業では、希望退職した女
性を非正規職として再雇用するパターンが目立った。（図２）は、都市銀
行の一つである国民銀行の1996年以後の非正規職推移を表すものである。
1996年5.1％に過ぎなかった非正規職は通貨危機以降から右肩上がりで急
増していることが見て取れる。2003年６月現在、この銀行の非正規職に占
める女性割合は84.1％にも上る。

２　賃金労働者の労働条件と労働移動の状況

　2002年の韓国労働研究院の事業体パネル調査で挙げられた非正規職の
活用の理由を見ると（２つまで回答可能）７）、「低い基本給による人件費節
約」60.1％、「ボーナスなどその他の諸般の支給から除外」46.6％、「労働
需要の変化による雇用調整が容易」77.8％、「単純な業務に正規職は不合理」
66.6％など、賃金などのコストの節約と雇用調整の容易性を挙げる企業が
多い。こうした理由からも非正規職の賃金及び厚生福利保障の低さが予測
できよう。
　賃金労働者の雇用形態別の月当たり平均賃金総額の推移をみると（図
３）、2008年８月現在、正規職は250万ウォン、非正規職125万ウォンで、
正規職100に対して非正規職の賃金はわずか50％にすぎないことがわかる。

資料：金融監督院ホームページ｢職級別人員現況｣各年度。

図２　国民銀行の非正規職推移（単位：％）
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それに対して、週当たり労働時間は、正規職45.0時間、非正規職45.2時間
として、非正規職の方が若干ではあるが長い。さらに、月当たり平均賃金
格差は、非正規職の実態調査が始まった2000年から拡大しつつあり、2000
年に比べて2008年には3.8％ポイントも拡大している。また、2008年８月
現在、社会保険（国民年金、医療保険、雇用保険）の加入率は、正規職は
82～99％あるのに対して、非正規職は33～36％に留まっている。そのほか、
退職金、ボーナス、有給休暇において、正規職は74～99％が適用されるが、
非正規職は14～27％のみ適用されている８）。非正規職の厳しい労働条件の
現状が実感させられる。

　さらに、より深刻な非正規職問題は、一旦、非正規職に就くと正規職へ
移動する道が堅く閉ざされているため、経済格差が固着される可能性が高
いことである。1998年から2005年にかけて韓国労働研究院で行ったパネル
調査の結果によると（図４）、７年の間、非正規職から正規職へ移動した
割合はわずか12.8％、非正規職に留まっている割合は62.7％、失業状態に
陥った者は20.3％という厳しい現実であった。

出所：김유선（キム・ユソン）「非正規職規模と実態 ―統計庁、‘経済活動人口調査付
加調査’（2008. ３）結果」、13頁。「2008年非正規職規模と実態 ―統計庁、‘経済
活動人口調査付加調査’（2008. ８）結果」から作成。

図３　雇用形態別における月平均賃金総額の推移と賃金格差
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　こうした状況の下で、経済格差はますます広がり非正規職の社会的な不
満が高まりつつあった。こうした不満は、労働争議発生の件数の増加から
理解できよう。労働争議の件数は、1997年78件から2004年462件へと増加
した９）。労働争議は当該企業だけでなく社会全体に与える弊害も大きいが、
それに対しては後に詳しく検討する。
　こうした状況を打開すべく、2001年から非正規職関連法に対する労使政
の協議が始まった。その後、５年間も協議が続いたが、労使政三者の見解
の隔たりはあまりにも大きく合意に至らなかった。2006年11月30日、政府
は職権上程で「期間限定雇用労働者及び短時間雇用労働者の保護等に関す
る法律」の制定、「派遣労働者の保護等に関する法律」の改定、「労働委員
会法」の改定を行った。
　主な内容は、⑴非正規職への不合理な差別待遇を禁止する。労働委員会
は差別是正のための制度を整備する。差別待遇とは、同一の事業体の中で
同一あるいは類似した業務を行う正規職と非正規職との差別的待遇をい
う。これは、同一企業で正規職と非正規職の職務さえ分離すれば差別待遇
にならないということである。ほかの事業体の同一あるいは類似業務と比
較してはならないとされた。⑵契約職の総使用期間を２年に制限し、超え
ると正規職とみなす。⑶短時間労働者の超過労働時間を週12時間に制限し、
⑷派遣業務は、現行26職種に限るという限定列挙（ポジティブ）方式を維

原資料：韓国労働研究院「韓国労働パネル」１−８年次年度（1998～2005年）
出所：『ハンギョレ新聞』、2007年４月12日。

図４　非正規職の仕事場移動現況
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持する。⑸法違反の派遣業務でも2年後に雇用義務が企業に生じる、など
である。
　この法のねらいは、雇用形態の多様性と賃金の柔軟性は認めるものの、
雇用安定だけは確保するということであった。つまり、使用期間の制限を
通じて非正規職の乱用は抑制するが合理的な差別待遇ならそれを認めると
いうことである。
　すべての事業体に対して、2007年７月１日から非正規職の使用期間を最
大限２年に制限する期間規制が施行された。差別是正禁止制度は、2007年
７月１日から優先的に300人以上の民間事業体と公共部門で施行された。
その後、2008年７月から100～299人の事業体で、2009年７月から100人未
満の事業体で施行された。すべての事業体は、非正規職関連法に見合った
人事管理対策を導入せざるを得なかった。

３　非正規職関連法に対する人事管理制度の変化

　非正規職関連法に対する対策として、各企業が導入した人事管理戦略は、
雇用安定を保障する代わりに賃金の柔軟性を確保することであった。賃金
の柔軟性とは、硬直的な年功給を職務給、職能給、成果給などに転換して、
労働の価値と労働生産性及び賃金レベルを連動する方式にして賃金を決定
することであった。具体的には、職務の差異、職務遂行能力の差異、そし
て実績（成果、生産性）の差異によって補償を差等化することである10）。
こうした方針の基で各企業が導入した人事管理戦略の形態は多様化した。
　金融業、製造業、そして大手流通業で導入された人事管理の対策類型は、
大きく五つに区分できる。まず、第１に、既存の人事システムの中に入れ「正
規職化」するケースである。既存の正規職と同一の雇用条件を保障するも
ので、もっとも望ましい類型である。このケースは、各企業で非正規職の
一部のみを選抜して転換するときによく見られた。第２に、新しく「最下
位職級を新設」し、非正規職を正規職化するケースである。新設した最下
位職級に正規職として編入させ、一定の期間が過ぎると既存の正規職と同
一賃金、昇進経路で扱う。釜山銀行（606人）、現代自動車（377人）、農協
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流通ハナロマート（720人）などで導入された。第３に、「分離職群制」の
導入である。非正規職を閉鎖した別途の職務・職群を作り正規職として再
編するケースである。他業種より先駆けウリ銀行が導入し脚光を浴びた「ウ
リ銀行モデル」である。このケースは後に詳しく検討する。第４に、現職
群と職務のままで「無期契約職」化するケースである。このケースの場合
は、雇用は保障されるものの、賃金などの労働条件は非正規職時のままで
あるか、若干の賃上げ及び福利厚生が適用される。無期契約職に対する企
業の待遇は多様化しており、今後、同一価値労働・同一賃金の問題が提起
される可能性が最も高い転換ケースである。外換銀行（1,000人）、企業銀
行（700人）、国民銀行（5,086人）、新世界百貨店（約5,000人）などで導入
された。第５に、直接雇用をやめて当該業務を「外注化」するケースであ
る。既存の非正規職との雇用契約を打ち切って、派遣などの間接雇用に代
替するか、職務そのものを外注化する。製造業や大手流通業で多くみられ
た。しかし、会社側の外注化方針に対する労働組合の反発は強く、それに
対する深刻な労働ストライキが長期化している。しかし、各企業でもっと
も多く導入されたのは、以上の五つのケースのいずれかの二つ、または三
つを混ぜた混合型であった。
　以下では、韓国社会でもっとも注目された分離職群制と外注化について
分析していく。

⑴　分離職群制と女性労働
　分離職群制とは、閉鎖した別途の職務・職群をつくり非正規職を正規職
として再編する人事システムである。別途の分離職群制に再編される非正
規職は、雇用安定は保障されるが、賃金及び労働条件において既存の正規
職に比べ劣等処遇に囲い込まれる。
　2006年12月20日、ウリ銀行は労使合議によって「分離職群制」を導入し、
非正規職3,076人全員を正規職へ転換すると発表し脚光を浴びた。ウリ銀
行は、分離職群制を導入するため図５のように、既存の四つの職群を再編
し、七つの職群に分けた。そして、非正規職3,076人を三つの閉鎖した職
群へと移動し正規職化した。
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　同じ職群で同一の職務を行う場合には同一処遇をしなければならない。
これを違反すると非正規職関連法のうち、差別待遇禁止制度の違反となる。
しかし、職群を分離して別の職務を行う場合は待遇に差異があっても違法
にならない。こうした法の解釈によって、ウリ銀行では四つの職群に属す
る既存の正規職とはまったく違う別の人事管理システムを導入し閉鎖され
た三つの職群に適用した。三つの職群は、銀行窓口業務を担当するMass 
Marketing職群（2,000人：推定、女性100％）、後方業務を支援する事務支
援職群（557人：推定、女性90％）、そしてコールセンター業務を担当する
CS職群（563人：推定、女性100％）である。この三つの職群は女性労働
者によって90％から100％も占めていることが特徴である11）。
　이주희（イ・ジュヒ）によると、Mass Marketing職の場合、個人営業
職と職務上においてほぼその差はなく同一価値の職務であり、学歴水準も
個人営業職の正規職より高い。また、彼女らの多くは、以前、正規職とし
て働いていたが銀行の構造調整によって希望退職し、非正規職として再採
用された人々である。したがって熟練度においてもほかの職群で働いてい
る既存正規職に比べまったく劣っていないという12）。

出所：ウリ銀行のホーム・ページ「職群分離制度」。韓国非正規労働センター他の討論
会資料「金融圏の新人事制度、差別是正の対象なのか？ ―窓口業務女性の非正
規職事例を中心に」、2006年９月13日、６頁から作成。
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図５　ウリ銀行の分離職群制による職群変更
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　特定職群に女性のみ隔離される現象は、差別的待遇の比較対象が同一企
業内にある場合のみ差別とみなされる差別待遇禁止制度には適用されな
い。しかし、特定職群に女性のみあるとすれば男女雇用平等法の間接差別
条項に抵触するものではなかろうか。
　1999年の「男女雇用平等法」の第３次改定で、｢事業主が男性または女
性の、ある一つの性が顕著に充足し難い人事基準や条件を適用することも
差別である」と見なされ（第２条の２、第１項）、間接差別の概念が導入
された。この条文によって、｢随時転勤可能性」を基準として職群を分け
て採用、配置、昇進などを行うコース別管理制度13）、｢世帯主であること」
を条件に与えた福利厚生手当などのように、表面上は男女同一の人事や福
利厚生手当の条件であっても、一方のある性が充足し難い基準となる場合
は男女差別であるとされた。さらに、2001年の｢男女雇用平等法」改定では、
｢事業主が採用または勤労の条件を同一に適用しても、その条件が充足で
きるある一つの性が、他の一方の性に比べて顕著に少なく、その基準が正
当であることが立証できない場合、それも差別とみなす」と規定され（第
2条1項）、間接差別の概念がさらに強化された。しかし、「職務の性質上、
特定の性が不可避に要求される場合と母性保護及び積極的措置は差別でな
い（同条同項、但し書き）」と明示された。
　今回、企業側が非正規職関連法に対応するため行った非正規職の正規職
化への類型は、いずれも大多数の女性が特定職位、あるいは特定職群に配
置された。間接差別禁止条項の但し書きにある「職務の性質上、特定の性
が不可避に要求される場合」が適用されたと考えられる。しかし、上記の
ウリ銀行の分離職群制によって分離された職務を、性質上、特定の性が不
可避に要求される職務といえるだろうか。
　もう一つの問題は、昇進及び経歴移動可能性の制限である。職群分離制
度を導入したウリ銀行は採用手順及び昇進経路を職群別に細分化した。採
用から職群を決定し、職群内に欠員が発生する場合に採用公募を通じて補
う。非正規職から正規職化した職群で他の職群へ転換するときは、既存正
規職と違って、公募を通じて試験に合格しなければならない。もし公募を
通じて採用試験に合格しても以前の勤務経歴は認められない。また、その
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三つの職群では、学歴が認められず一般正規職の新入大卒者と同じ賃金に
なるには７年以上もかかる。昇進においても中間管理者までと、上限が設
定されている14）。これは差別待遇禁止条項に抵触するものではなかろうか。
　韓国社会で高い評価を受けたウリ銀行の分離職群制は、非正規職の雇用
安定は保障したものの、賃金及び労働条件において既存正規職と大きな処
遇格差があるシステムである。こうした正規職の中の処遇格差よって、こ
れから正規職の中の二重構造が生み出されるであろう。また、女性のみ隔
離される現象によって性差別の疑いからも自由ではない。ウリ銀行の人事
管理対策は、基幹または周辺業務を決定する職務の価値が、主にその職務
を遂行する労働者の性（gender）によって左右される現象を是正するど
ころか、むしろ拡大したといえよう。

⑵　外注化と女性労働者たちの抵抗
　2007年６月30日夜、イーランドグループ（以下、イーランド）の大型スー
パー・ホームエバーで働く約500人の女性労働者がソウルのワールドカッ
プ競技場にある同会社の大型スーパーを占拠した。非正規職関連法が施行
される前日のことである。ホーム・エバー社は法の施行を前に女性非正規
職の大量解雇を行い、女性労働者たちが立ち上がったのである。

注：非正規職関連法が施行された2007年７月１日０時、ホーム・エバーのワールドカッ
プ店で起きた徹夜スト現場、「外注化を即時中断せよ」「不当解雇組合員、即時復職」

「非正規職大量解雇を中断せよ」「ニセ正規職の職務級制を撤回せよ」「雇用安定を
勝ち取ろう」を掲げている。

出所：『プレシアン』2007年７月１日
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　韓国において、労働争議は1997年78件から2004年には462件へと激増し
ていたが、2005年から減少に転じ2007年には115件へ減少している。その
一方、１件当たり争議の持続日数は1997年22.7日であったが、労働争議が
減少し始めた2005年には48.6日へと２倍以上、2006年には54.5日へ長期化
している。その後、2007年には再び33.6日へと減っている（図６）。2005
年と2006年には非正規職関連法の導入をめぐる議論が盛んになった時期で
あり、持続日数の長期化と非正規職関連法の導入とのなんらかの関係が推
測できる。

　非正規職関連法の制定及び施行を前にして、製造業と流通業で多くの企
業がこれまで直接雇用していた非正規職との雇用契約を打ち切って、下請
するか、職務の外注化を進めた。こうした状況は労働部の調査からも伺え
る。労働部は非正規職関連法の施行１年をむかえ、従業員100人以上の事
業体1,465社に対して非正規職の転換有無を調査したが、非正規職の職務
を用役や派遣へ19.9％、交代使用へ21.4％と表れた。また、今後の転換計
画として用役や派遣へ16.4％、交代使用へ26.6％と表れた15）。こうした企
業の外注化戦略をめぐる労働争議が多く発生した。
　以下では、非正規職の解雇中断、職務外注化の阻止のために立ち上がっ
たが、その後、いろんな団体の支援によって非正規職関連法に対する阻止

図６　労働争議の持続日数と発生件数　　　　　（単位：件数、日）

資料：韓国労働研究院（2008）『KLI労働統計』から作成
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闘争の象徴ともなったイーランドの労働争議について検討したい。
　イーランドグループ傘下のホーム・エバー（大型スーパー）とニューコ
アー（ショッピングセンター）の労働組合は、2007年６月30日、非正規職
の解雇中断、職務の外注化転換の中断、解雇された組合員の復職を要求し
ストライキに突入した。その後、労使協議を行ったが互いの見解がかけ
離れ合意に至らなかった。この会社の大手流通業における市場占有率は
11.3％ともなる。大型スーパーは普通の人々の生活と密接な関連を持つ業
種なので、組合員によってスーパーが占拠され、争議が長期化すると一般
市民の関心も高まっていた。
　争議が長期化するにつれ、多くの連帯単位の支援が相次いで、それと結
合していた。労働組合間の連帯だけでなく社会運動団体、学生運動団体、
民主労働党など多様な組織が結合した。こうした多様な団体が結成され、
闘争が続くと要求内容も変わっていった。最初は単に非正規職の解雇中断、
職務の外注化中断など同会社内の問題に限られていたが、時間が経つにつ
れ非正規職関連法の反対闘争へ変わっていたのである。
　この争議の流れをみると、2007年４月、ニューコアーはレジ業務を縮小
し、非正規職450人を外注化すると発表した。５月にはホーム・エバーの
全国32箇所の売場で、レジ業務などを担う非正規職650人の契約が打ち切
られた。当時、イーランドの非正規職の雇用契約は、最初３ヶ月、再契約
６ヶ月、その次は９ヶ月という形態で行われ、非正規職は常に雇用不安に
さらされていた。それが、非正規職を保護するとの目的で導入された非正
規職関連法の施行直前に再契約が打ち切られたのである。
　同グループ傘下のホーム・エバーとニューコアーの労働組合は、非正規
職の解雇中断、職務の外注化中断、解雇者の復職を要求しながら共同闘争
に突入した。その後、会社側と協議を行ったが互いの見解がかけ離れ協議
は中断された。そして、労組はホーム・エバーのワールドカップモールと
ニューコアーの江南店などを占拠し座り込みで抗議した。流通業には女性
の非正規職が多いが、とりわけ大型スーパーのレジはほとんどが女性で構
成されていて、争議の参加者はほとんど女性組合員であった。
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　会社側はこうした抗議をものともせず７月に入り再びレジ担当の非正
規職350人の契約を打ち切って、２年以上勤務した非正規職1,100人のうち
521人のみ無期契約職に転換した。労使は互いの意見を譲ることなく平行
線をたどった。７月10日には労働部の仲裁で労使の話し合いが始まったが
意見の違いは変わることなく協議は打ち切られた。
　７月20日、政府は組合員に占拠された売場に警察を投入し強制的な鎮圧
を行った。政治勢力などの外部勢力が大きな力を発揮し、韓国社会を揺る
がすような闘争になっていくというのが政府介入の理由であった。２回の
強制鎮圧で組合員364人と労組の執行部全員が拘束されるなどの激しい鎮
圧があったが労組の闘争は終わることなく続いた。その後も労組の売り場
占拠と警察の鎮圧が繰り返された。
　12月に入って、会社側は職場の閉鎖を断行した。そして、組合員33人を
再び解雇しながら労組を相手に約20億ウォンの損害賠償訴訟を起こした。
さらに、ホーム・エバーモールの入店主たちも労組を相手に100億ウォン
相当の損害賠償訴訟を起こした。
　共同闘争を続けてきたニューコアー労組は、2008年８月29日、会社側の
損害賠償訴訟と仮差押えなどに耐えられず434日ぶりに労使合意に応じ闘

出所：김종진（キム・チョンジン）「イーランド一般労組のホーム・エバー労働者組織化
の事例」韓国労働社会研究所『労働社会』第141号、2009年３月。



 梁　　京姫 79

争の幕を下ろした。合意内容は契約満了によって解雇された36人の再雇用、
外注化容認、2010年までストライキ権剥奪などで（ニューコアー労働組合

［2008. 9. 2］）、事実上、労組の敗北であった。この敗北の要因は、組合員
のほとんどが正規職で構成されており（図７）、労組が掲げた争議の主要
内容が正規職の利害関係と掛け離れていたことが挙げられよう。

　一方、イーランドは2008年５月ホーム・エバーを三星テスト（大手流通
業の市場占有率第２位の企業）に売却すると発表した。これは、これまで
労組が闘ってきた相手が変わることを意味する。2008年10月７日、三星テ
スト社とホーム・エバーの労組が初めて協議場で話し合った。２泊３日間
の集中協議の末、ホーム・エバー労組の争議も、2008年11月、510日ぶり
に終止符を打った。三星テスト社は18ヶ月以上勤続の非正規職全員の雇用
保障、主要核心業務の直営転換、賃金および厚生福利水準の引き上げ、民・
刑事訴訟の取り下げなどに合意した。労働組合側は労使和合宣言、争議を
主導した労組の指導部10人あまりの解雇を受け入れた。労組側は、指導部
が全員解雇されることによって労組が瓦解される可能性を残したものの非
正規職の雇用保障、外注化の撤回を得たので、争議は敗北ではなく半分の

元資料：サービス連盟の代議員大会資料集（各年度）、非正規職数は労働組
合の幹部インタビュー資料。

出所：김종진（キム・チョンジン）「ニューコアー非正規職労働者の組織化事例」韓
国労働社会研究所『労働社会』第145号、2009年７−８月。

図７　ニューコアー労働組合の組織率変化推移　　（単位：人）
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成功であると自評した（『プレシアン』2008. 11. 11）。以上の労働争議は『外
泊』という題名でドキュメンタリー映画化され、日本でも2009年の山形国
際ドキュメンタリー映画祭、東京、大阪などで上映された。
　ホーム・エバー労組がニューコアー労組に比べて、より長く闘争ができ、
より良い条件で合意できたのは、交渉の相手が三星テストに変わったこと
もあげられるが、ニューコアーに比べて組合員の半分以上が、直接利害関
係にある非正規職であったことも挙げられよう。
　イーランドの労働組合は非正規職の雇用保障、外注化中断などを掲げて
労働争議を続け、韓国社会に流通業における非正規職の労働実態を浮き彫
りにした。これによって韓国社会に非正規職関連法の実効性に対する議論
を引き起こした役割は実に大きい。

むすびにかえて

　非正規職関連法の施行によって、非正規職の乱用を防止し、不合理的な
差別が是正できる制度的基盤が整えられた。しかし、上記で述べたように、

元資料：サービス連盟の代議員大会資料集（各年度）、非正規職数は労働組合の幹
部インタビュー資料、2008年度の非正規職数は労組で未集計。

出所：김종진（キム・チョンジン）「イーランド一般労組のホーム・エバー労働
者組織化の事例」韓国労働社会研究所『労働社会』第141号、2009年３月。

図８　ホーム・エバーの一般労組組織率の変化推移　　（単位：人）
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一部の企業は同法の雇用契約期間制限と差別的待遇の禁止及び是正に関す
る規定を回避するために、下請に出すか、非正規職が担ってきた職務の外
注化を進めた。これによって、多くの非正規職の雇用安定を保護するどこ
ろかむしろ解雇に追い込む結果となった。労働組合はそれの撤回を要求し、
会社側と長期にわたって対峙し、当該会社だけでなく韓国経済にまで損害
を与えた。雇用問題をめぐって柔軟性を確保しようとする企業側と、雇用
安定を確保しようとする労働組合側の立場が大きくかけ離れ妥協点を見出
すのが難しいからである。同法の対策として企業が外注化戦略を選択して
もそれを阻止する制度がないことを同法の問題点として指摘できよう。
　とはいえ、同法の恩恵を受けた非正規職女性も少なくない。同法の議
論が始まった2001年、女性労働力率は49.3％であり、そのうち賃金労働者
は62.4％を占めていた。雇用形態別には（図１）、女性賃金労働者のうち、
正規職は29.1％、非正規職は70.9％で、女性労働者の三人のうち二人が非
正規職に就いていた。それが、徐々に減少し続け2008年には64.5％となっ
て2001年に比べ6.4ポイントも減少した。一方、男性の場合は同期間に
45.5％から43.3％へと2.2ポイントの減少に留まっている。同期間、男性非
正規職は357.9万人から405.2万人へ47.3万人増えて、女性非正規職は378.8
万人から434.4万人へ55.6万人増加した。このように男女それぞれの非正規
職が増加したにもかかわらず全体賃金雇用者に占める非正規職の割合が減
少したことは、逆に言えば、これは、同期間に男性正規職2.2％、女性正
規職6.4％が増加したことを意味する。こうした結果は、ウリ銀行の分離
職群制で見たように非正規職の正規職化は、既存正規職との待遇の差はあ
るものの多くの女性が雇用の不安定から免れ、雇用安定と福利厚生が適用
される正規職へ移動したことを示唆する。
　非正規職関連法の趣旨は、非正規職の使用に関する乱用を防止し、雇用
を安定化させ、同一または類似した業務に従事する正規職と比較して差別
的処遇を禁止することである。各企業はこうした趣旨を再認識し、同法に
対応するため導入した人事管理を見直す必要があろう。また、政府は下請、
用役など外注先の労働者に対しても同法上による差別的処遇の禁止と是正
に関する制度が適用できるよう同法の改定を急ぐ必要があろう。
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【註】
１）非正規職とは、「非正規職位」あるいは「非正規職務」を指す概念として、

韓国では一般化した用語である。日本では、類似概念として「非正規雇用（契
約）労働」という用語がより一般的に用いられているが、本稿では韓国の
一般化した用語を使うことにする。

２）韓国保健社会研究院によると、1996年から2006年までの10年間、韓国社会
の階層は、上流層20％から25％へ、中産層56％から44％へ、貧困層11％か
ら20％へと移動した（www.imnews.com、2007年３月19日）。

３）2003月６月末、ウリ銀行の非正規職3,765人のうち女性は75％であった（全
国金融産業労働組合ほか［2003］、39頁）。現在も、非正規職に女性が大部
分を占めていることは想像に難くない。

４）非正規職関連法の議論が始まった2001年、賃金労働者のうち、男性の
45.5％、女性の70.9％が非正規職であった。こうした状況によって非正規
職社会といわれてきた。また、女性賃金労働者の３人のうち２人が非正規
職であることで、非正規職問題は女性労働問題であるとの認識も広がった。
本稿においても、非正規職問題と女性労働問題は同一問題であるとの認識
で分析を進めたことを断っておく。

５）物財の形態を取らずに主に生産や消費に必要な労務を提供すること。
６）최강식（チェ・カンシク）ほか［1999］、17頁。
７）안주엽（アン・ズヨプ）ほか［2003］。
８）김유선（キム・ユソン）、［2008. 11］、23頁。
９）韓国労働研究院［2008］。
10）조순경（チョ・スンキョン）［2008］、９−10頁。
11）図５の推定、男女割合の出所は、남기명（ナン・キミョン）、全国証券産

業労働組合公聴会資料集討論文、2007年２月。
12）이주희（イ・ジュヒ）［2007］、７−10頁。
13）詳しくは、梁京姫［2005. ６］を参照されたい。
14）ウリ投資証券労組［2007］。
15）労働部［2008. ６］。
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